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1.　18年 9月中間期の業績（平成18年 4月 1日～平成18年 9月30日）

(1) 経営成績
　 売上高 営業利益 経常利益

　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年 9月中間期 10,635 (△6.6) 255 (△36.9) 318 (△36.0)

17年 9月中間期 11,381 (4.4) 405 (△8.5) 496 (1.1)

18年 3月期 23,380 　 872 　 985 　

　
　 中間（当期）純利益 １株当たり中間(当期)純利益

　 百万円 ％ 円 銭

18年 9月中間期 58 (△74.5) 7 19

17年 9月中間期 230 (2.4) 28 28

18年 3月期 419 　 46 61
(注) ① 期中平均株式数 18年9月中間期 8,135,700株 17年9月中間期 8,135,700株 18年3月期 8,135,700株

　 ② 会計処理の方法の変更 有 　 　 　 　 　

　 ③ 売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

　
(2) 財政状態

　 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
　 百万円 百万円 ％ 円 銭

18年 9月中間期 21,682 11,956 55.2 1,469 63

17年 9月中間期 22,705 11,784 51.9 1,448 50

18年 3月期 23,211 12,148 52.3 1,488 32
(注) ① 期末発行済株式数 18年9月中間期 8,135,700株 17年9月中間期 8,135,700株 18年3月期 8,135,700株

　 ② 期末自己株式数 18年9月中間期 645,300株 17年9月中間期 645,300株 18年3月期 645,300株

　

2.　19年 3月期の業績予想（平成18年 4月 1日～平成19年 3月31日）

　 売上高 経常利益 当期純利益
　 百万円 百万円 百万円

通期 24,600 850 310

　(参考)　１株当たり予想当期純利益（通期）　38円10銭
　

3.　配当状況

・現金配当 1株当たり配当金

　 中間期末 期末 年間

18年3月期 7円50銭 8円50銭 16円00銭

19年3月期(実績) 8円00銭 ―
16円00銭

19年3月期(予想) ― 8円00銭

※業績予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したのであります。実際の

　業績は、今後様々な要因によって異なる結果となる場合があります。
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6. 中間財務諸表等

中間財務諸表

① 中間貸借対照表

　

　 　
前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　現金及び預金 　 　 2,246,917 　 　 1,902,249 　 　 1,602,309 　

　２　受取手形 ※５ 　 1,861,526 　 　 1,717,065 　 　 2,256,147 　

　３　売掛金 　 　 4,272,122 　 　 3,907,678 　 　 4,852,576 　

　４　たな卸資産 　 　 607,105 　 　 602,200 　 　 608,757 　

　５　その他 　 　 919,296 　 　 1,013,227 　 　 899,670 　

　６　貸倒引当金 　 　 △43,000 　 　 △57,066 　 　 △36,628 　

　　　流動資産合計 　 　 9,863,968 43.4 　 9,085,354 41.9 　 10,182,832 43.9

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　有形固定資産 ※1.2 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 建物 　 　 2,664,907 　 　 2,426,055 　 　 2,501,250 　

　　(2) 機械及び装置 　 　 1,317,623 　 　 1,078,534 　 　 1,234,044 　

　　(3) 土地 　 　 3,943,462 　 　 3,943,462 　 　 3,943,462 　

　　(4) その他 　 　 272,559 　 　 440,074 　 　 311,831 　

　　　　有形固定資産合計 　 　 8,198,553 36.1 　 7,888,127 36.4 　 7,990,590 34.4

　２　無形固定資産 　 　 215,471 1.0 　 183,282 0.8 　 222,043 1.0

　３　投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 投資有価証券 ※２ 　 1,391,164 　 　 1,650,238 　 　 1,811,136 　

　　(2) 関係会社株式 　 　 2,127,136 　 　 2,109,276 　 　 2,127,136 　

　　(3) 長期貸付金 　 　 131,935 　 　 100,729 　 　 117,542 　

　　(4) その他 　 　 881,113 　 　 768,581 　 　 863,470 　

　　(5) 貸倒引当金 　 　 △103,882 　 　 △102,905 　 　 △103,502 　

　　　　投資その他の資産
　　　　合計

　 　 4,427,467 19.5 　 4,525,920 20.9 　 4,815,785 20.7

　　　固定資産合計 　 　 12,841,491 56.6 　 12,597,329 58.1 　 13,028,419 56.1

　　　資産合計 　 　 22,705,459 100.0 　 21,682,684 100.0 　 23,211,251 100.0
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前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　支払手形 ※５ 　 3,399,249 　 　 2,884,838 　 　 3,453,054 　

　２　買掛金 　 　 1,542,974 　 　 1,425,936 　 　 1,873,017 　

　３　短期借入金 ※２ 　 2,070,000 　 　 1,660,000 　 　 1,710,000 　

　４　一年内返済予定の
　　　長期借入金

※２ 　 220,400 　 　 94,000 　 　 252,400 　

　５　未払法人税等 　 　 240,000 　 　 169,000 　 　 233,024 　

　６　賞与引当金 　 　 347,000 　 　 351,000 　 　 359,415 　

　７　その他 ※３ 　 857,016 　 　 851,942 　 　 935,625 　

　　　流動負債合計 　 　 8,676,640 38.2 　 7,436,717 34.3 　 8,816,537 38.0

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　長期借入金 ※２ 　 647,200 　 　 744,800 　 　 580,000 　

　２　退職給付引当金 　 　 1,000,375 　 　 1,080,979 　 　 1,043,877 　

　３　役員退職慰労引当金 　 　 ─ 　 　 98,262 　 　 ─ 　

　４　長期未払金 　 　 506,958 　 　 309,063 　 　 408,017 　

　５　その他 　 　 89,689 　 　 56,351 　 　 214,293 　

　　　固定負債合計 　 　 2,244,222 9.9 　 2,289,457 10.5 　 2,246,187 9.7

　　　負債合計 　 　 10,920,863 48.1 　 9,726,175 44.8 　 11,062,725 47.7

(資本の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　資本金 　 　 1,937,920 8.5 　 ― ― 　 1,937,920 8.3

Ⅱ　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本準備金 　 1,793,446 　 　 ― 　 　 1,793,446 　 　

　　　資本剰余金合計 　 　 1,793,446 7.9 　 ― ― 　 1,793,446 7.7

Ⅲ　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　利益準備金 　 279,983 　 　 ― 　 　 279,983 　 　

　２　任意積立金 　 7,369,029 　 　 ― 　 　 7,369,029 　 　

　３　中間(当期)
　　　未処分利益

　 457,694 　 　 ― 　 　 585,853 　 　

　　　利益剰余金合計 　 　 8,106,706 35.7 　 ― ― 　 8,234,865 35.5

Ⅳ　その他有価証券
　　評価差額金

　 　 443,542 2.0 　 ― ― 　 679,314 2.9

Ⅴ　自己株式 　 　 △497,020 △2.2 　 ― ― 　 △497,020 △2.1

　　　資本合計 　 　 11,784,596 51.9 　 ― ― 　 12,148,526 52.3

　　　負債及び資本合計 　 　 22,705,459 100.0 　 ― ― 　 23,211,251 100.0
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前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　株主資本 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本金 　 　 ― ― 　 1,937,920 8.9 　 ― ―

　２　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 資本準備金 　 ― 　 　 1,793,446 　 　 ― 　 　

　　　資本剰余金合計 　 　 ― ― 　 1,793,446 8.3 　 ― ―

　３　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 利益準備金 　 ― 　 　 279,983 　 　 ― 　 　

　　(2) その他利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　資産圧縮記帳積立金 　 ― 　 　 340,925 　 　 ― 　 　

　　　特別償却準備金 　 ― 　 　 3,729 　 　 ― 　 　

　　　別途積立金 　 ― 　 　 7,300,000 　 　 ― 　 　

　　　繰越利益剰余金 　 ― 　 　 259,638 　 　 ― 　 　

　　 利益剰余金合計 　 　 ― ― 　 8,184,276 37.8 　 ― ―

　４　自己株式 　 　 ― ― 　 △497,020 △2.3 　 ― ―

　　　株主資本合計 　 　 ― ― 　 11,418,623 52.7 　 ― ―

Ⅱ　評価・換算差額等 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　その他有価証券
　　　評価差額金

　 　 ― ― 　 537,885 2.5 　 ― ―

　　　評価・換算差額等
　　　合計

　 　 ― ― 　 537,885 2.5 　 ― ―

　　　純資産合計 　 　 ― ― 　 11,956,509 55.2 　 ― ―

　　　負債純資産合計 　 　 ― ― 　 21,682,684 100.0 　 ― ―
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② 中間損益計算書

　

　 　
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 　 　 11,381,722 100.0 　 10,635,334 100.0 　 23,380,655 100.0

Ⅱ　売上原価 ※１ 　 9,182,148 80.7 　 8,592,291 80.8 　 18,887,241 80.8

　　　売上総利益 　 　 2,199,573 19.3 　 2,043,043 19.2 　 4,493,414 19.2

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１ 　 1,793,773 15.7 　 1,787,113 16.8 　 3,620,629 15.5

　　　営業利益 　 　 405,800 3.6 　 255,929 2.4 　 872,784 3.7

Ⅳ　営業外収益 ※２ 　 142,927 1.3 　 133,917 1.3 　 236,452 1.0

Ⅴ　営業外費用 ※1.3 　 52,100 0.5 　 71,758 0.7 　 123,784 0.5

　　　経常利益 　 　 496,627 4.4 　 318,089 3.0 　 985,452 4.2

Ⅵ　特別利益 ※４ 　 27,346 0.2 　 3,796 0.0 　 62,732 0.3

Ⅶ　特別損失 ※5,6 　 91,059 0.8 　 166,906 1.5 　 257,998 1.1

　　　税引前中間(当期)
　　　純利益

　 　 432,914 3.8 　 154,979 1.5 　 790,187 3.4

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

　 238,186 　 　 162,443 　 　 445,695 　 　

　　　法人税等調整額 　 △35,353 202,833 1.8 △66,028 96,415 0.9 △74,766 370,929 1.6

　　　中間(当期)純利益 　 　 230,081 2.0 　 58,564 0.6 　 419,257 1.8

　　　前期繰越利益 　 　 227,613 　 　 ─ 　 　 227,613 　

　　　中間配当額 　 　 ─ 　 　 ― 　 　 61,017 　

　　　中間(当期)未処分
　　　利益

　 　 457,694 　 　 ─ 　 　 585,853 　
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③ 中間株主資本等変動計算書

当中間会計期間(自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日)

　 　 　 　 　 　 　 　

項目

株主資本

資本金
資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金 その他資本剰余金 利益準備金 その他利益剰余金

平成18年３月31日残高(千円) 1,937,920 1,793,446 ― 279,983 7,954,882 △497,020 11,469,211

中間会計期間中の変動額(千円) 　 　 　 　 　 　 　

　剰余金の配当 　 　 　 　 △69,153 　 △69,153

　役員賞与 　 　 　 　 △40,000 　 △40,000

　中間純利益 　 　 　 　 58,564 　 58,564

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額(純額)(千円)

　 　 　 　 　 　 　

中間会計期間中の変動額合計
(千円)

― ― ― ― △50,588 ― △50,588

平成18年９月30日残高(千円) 1,937,920 1,793,446 ― 279,983 7,904,293 △497,020 11,418,623

　 　 　 　 　

項目

評価換算差額等

純資産合計

　

その他有価証券

評価差額金

評価・換算差額

等 合計
　

平成18年３月31日残高(千円) 679,314 679,314 12,148,526 　

中間会計期間中の変動額(千
円)

　 　 　 　

　剰余金の配当 　 　 △69,153 　

　役員賞与 　 　 △40,000 　

　中間純利益 　 　 58,564 　

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額(純額)(千円)

△141,428 △141,428 △141,428 　

中間会計期間中の変動額合計
(千円)

△141,428 △141,428 △192,017 　

平成18年９月30日残高(千円) 537,885 537,885 11,956,509 　

　 　 　 　 　 　 　

(注)　その他利益剰余金の内訳 　 　 　 　 　 　

項目
資産圧縮記帳積

立金
特別償却準備金 別途積立金 繰越利益剰余金 合計 　

平成18年３月31日残高(千円) 363,432 5,596 7,000,000 585,853 7,954,882 　

中間会計期間中の変動額(千円) 　 　 　 　 　 　

　剰余金の配当 　 　 　 △69,153 △69,153 　

　役員賞与 　 　 　 △40,000 △40,000 　

　中間純利益 　 　 　 58,564 58,564 　

　資産圧縮記帳積立金の取崩 △22,507 　 　 22,507 － 　

　特別償却準備金の取崩 　 △1,866 　 1,866 － 　

別途積立金の積立(千円） 　 　 300,000 △300,000 － 　

中間会計期間中の変動額合計　
(千円)

△22,507 △1,866 300,000 △326,215 △50,588 　

平成18年９月30日残高(千円) 340,925 3,729 7,300,000 259,638 7,904,293 　
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中間財務諸表作成の基本となる事項

　
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

１　資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

①　子会社株式及び関連会社株

式

移動平均法に基づく原価法

②　その他有価証券

時価のあるもの

中間会計期間末日の市場価

格等に基づく時価法(評価差

額は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動平

均法により算定)

１　資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

①　子会社株式及び関連会社株

式

同左

②　その他有価証券

時価のあるもの

中間会計期間末日の市場価

格等に基づく時価法(評価差

額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動

平均法により算定)

　　　　

１　資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

①　子会社株式及び関連会社株

式

同左

②　その他有価証券

時価のあるもの

事業年度末日の市場価格等

に基づく時価法(評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定)

　　　時価のないもの

移動平均法に基づく原価法

　　　時価のないもの

　　　　同左

　　　時価のないもの

　　　　同左

(2) たな卸資産

①　製品・仕掛品

　　個別法に基づく原価法

②　原材料

　　移動平均法に基づく原価法

③　貯蔵品

　　最終仕入原価法に基づく原

価法

(2) たな卸資産

①　製品・仕掛品

　　同左

②　原材料

　　同左

③　貯蔵品

　　　　同左

(2) たな卸資産

①　製品・仕掛品

　　同左

②　原材料

　　同左

③　貯蔵品

　　　　同左

２　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

定率法

但し、平成10年４月１日以後

に取得した建物(建物付属設備

を除く)については定額法によ

っております。

なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定

する方法と同一の基準によっ

ております。

２　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

　　　　同左

２　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

　　　　同左

(2) 無形固定資産

自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可

能期間(５年)に基づく定額法

によっております。

(2) 無形固定資産

　　　同左

(2) 無形固定資産

　　　同左
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前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

３　引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備え

るため、一般債権については実

績率基準により計上し、貸倒懸

念債権及び破産更生債権等につ

いては、債権の内容に応じ、追

加計上しております。

３　引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

　　　同左

３　引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

　　　同左

　(2) 賞与引当金

　従業員の賞与の支払に備える

ため、支給見込額を計上してお

ります。

　(2) 賞与引当金

　　　同左

　(2) 賞与引当金

　　　同左

　(3) 退職給付引当金

　従業員の退職給付の支払に備

えるため、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当中間会計期

間末において発生していると認

められる額を計上しておりま

す。

　数理計算上の差異について

は、その発生時の従業員の平均

残存勤務期間内の一定の年数(７

年)による定額法により、それぞ

れ発生の翌事業年度から費用処

理することとしております。

　(3) 退職給付引当金

　　　同左

　

　(3) 退職給付引当金

　従業員の退職給付の支払に備

えるため、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当事業年度末

において発生していると認めら

れる額を計上しております。

　数理計算上の差異について

は、その発生時の従業員の平均

残存勤務期間内の一定の年数(７

年)による定額法により、それぞ

れ発生の翌事業年度から費用処

理することとしております。

　

───────────

　

　(4) 役員賞与引当金

　役員の賞与の支払に備えるた

め、当事業年度末における支給

見込額に基づき、当中間会計期

間に見合う分を流動負債その他

に含めて計上しております。

───────────

　

───────────

　

　(5) 役員退職慰労金引当金

　役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく中間期

末要支給額を計上しておりま

す。　　

　なお、過年度分(467,270千

円)については、３年による按分

額を特別損失として計上してお

ります。　　

───────────

　

４　リース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。

４　リース取引の処理方法

　　　同左

４　リース取引の処理方法

　　　同左

５　その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

　消費税等の会計処理

税抜方式を採用しておりま

す。

５　その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

　消費税等の会計処理

　　　同左

５　その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項

　消費税等の会計処理

　　　同左
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会計処理の変更

前中間会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

（固定資産の減損に係る会計基準）

　　「固定資産の減損に係る会計

基準」(「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会平成

14年8月9日）)及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用

指針」（企業会計基準委員会

平成15年10月31日企業会計基

準適用指針第6号）を当中間会

計期間からから適用しており

ます。

　　　これにより税引前中間純利

益が10,439千円減少しており

ます。

──────────────── （固定資産の減損に係る会計基準）

　　「固定資産の減損に係る会計基

準」(「固定資産の減損に係る

会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会平成14年

8月9日）)及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会平成15年

10月31日企業会計基準適用指針

第6号）を当事業年度から適用

しております。

　　　これにより税引前中間純利益

が10,439千円減少しておりま

す。

　

─────────────

　
（役員賞与に関する会計基準）

　当中間会計期間より「役員賞与に関

する会計基準」（企業会計基準委員会

　平成17年11月29日　企業会計基準第

4号）を適用しております。

　これにより営業利益、経常利益及び

税金等調整前中間純利益は20,000千円

減少しております。

─────────────

　

─────────────

　
（貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等）

　当中間会計期間から「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準」

(企業会計基準委員会　平成17年12月

９日　企業会計基準第５号)及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」(企業会計基

準委員会　平成17年12月９日企業会計

基準適用指針第８号)を適用しており

ます。これによる損益に与える影響は

ありません。

なお、従来の「資本の部」の合計に相

当する金額は11,956,509千円でありま

す。

　中間財務諸表規則の改正により、当

中間会計期間における中間財務諸表

は、改正後の中間財務諸表により作成

しております。

─────────────

　

― 41 ―



　

前中間会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
(自　平成18年３月31日

───────────── （役員退職慰労引当金の設定）

　役員退職慰労引当金については、従

来、支出時の費用として処理しており

ましたが、当中間会計期間において、

役員退職慰労金に関する内規を整備し

たことを機に、役員の在任期間の長期

化により増加する役員退職慰労金負担

額を役員の在任期間に合理的に費用配

分し、期間損益計算の適正化及び財務

体質の健全化を図るため、当中間会計

期間において内規に基づく中間期末要

支給額を引当金として計上する方法に

変更いたしました。

　なお過年度分（467,270千円）につ

いては、３年による按分額を特別損失

として計上しております。

　これにより、営業利益、及び経常利

益は20,384千円減少し、税引前中間純

利益は、98,262千円減少しておりま

す。

─────────────
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注記事項

(中間貸借対照表関係)

　
前中間会計期間末
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度末
(平成18年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

6,364,285千円

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

6,113,464千円

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

6,660,014千円

※２　担保資産

担保に供している資産及びこ

れに対応する債務は次のとお

りであります。

　①　担保に供している資産

建物 6,950千円

土地 3,000千円

投資有価証券 57,320千円

計 67,270千円

※２　担保資産

担保に供している資産及びこ

れに対応する債務は次のとお

りであります。

　①　担保に供している資産

建物 7,518千円

土地 3,000千円

投資有価証券 64,264千円

計 74,782千円

※２　担保資産

担保に供している資産及びこ

れに対応する債務は次のとお

りであります。

　①　担保に供している資産

建物 6,719千円

土地 3,000千円

投資有価証券 83,882千円

計 93,601千円

　②　上記に対応する債務

短期借入金 750,000千円

一年内返済
予定の
長期借入金

170,000千円

長期借入金 90,000千円

計 1,010,000千円

　②　上記に対応する債務

短期借入金 860,000千円

一年内返済
予定の
長期借入金

70,000千円

長期借入金 170,000千円

計 1,100,000千円

　②　上記に対応する債務

短期借入金 860,000千円

一年内返済
予定の
長期借入金

220,000千円

長期借入金 30,000千円

計 1,110,000千円

※３　消費税等の取扱い

　仮払消費税等及び仮受消費

税等は相殺のうえ、流動負債

の「その他」に含めて表示し

ております。

※３　消費税等の取扱い

　　　　同左

※３　―――――――――――　

　４　保証債務

金融機関からの借入金に対す

る債務保証

株式会社
光文堂

1,113,700千円

株式会社光文
堂の顧客の借
入金

601,746千円

株式会社
ストリーム

10,000千円

※５　期末日満期手形

　　───────────

　

　４　保証債務

金融機関からの借入金に対す

る債務保証

株式会社
光文堂

1,753,888千円

株式会社光文
堂の顧客の借
入金

590,888千円

株式会社
ストリーム

30,000千円

※５　期末日満期手形

　期末日満期手形の会計処理

については、満期日に決済が

行なわれたものとして処理し

ております。

　なお、当中間会計期間末日

が金融機関の休日であったた

め、次の期末日満期手形を満

期日に決済が行なわれたもの

として処理しております。

受取手形  122,827千円

支払手形  500,435千円

　４　保証債務

金融機関からの借入金に対す

る債務保証

株式会社
光文堂

1,533,048千円

株式会社光文
堂の顧客の借
入金

667,088千円

株式会社
ストリーム

40,000千円

※５　期末日満期手形

　　───────────
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(中間損益計算書関係)

　
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

※１　減価償却実施額

有形固定資産 289,171千円

無形固定資産 25,666千円

※１　減価償却実施額

有形固定資産 257,464千円

無形固定資産 32,511千円

※１　減価償却実施額

有形固定資産 605,831千円

無形固定資産 55,105千円

※２　営業外収益の主要項目

受取利息 3,661千円

受取賃貸料 51,535千円

※２　営業外収益の主要項目

受取利息 3,130千円

受取賃貸料 50,184千円

※２　営業外収益の主要項目

受取利息 6,884千円

受取賃貸料 104,129円

※３　営業外費用の主要項目

支払利息 27,797千円

賃貸費用 24,184千円

※３　営業外費用の主要項目

支払利息 24,517千円

賃貸費用 22,406千円

貸倒引当金繰入
額

23,638千円

※３　営業外費用の主要項目

支払利息 52,508千円

賃貸費用 48,063千円

貸倒引当金繰入
額

22,128千円

※４　特別利益の主要項目

　　　―――――――――――

※４　特別利益の主要項目　

貸倒引当金
戻入益

3,796千円

　

※４　特別利益の主要項目

貸倒引当金
戻入益

49,376千円

　

※５　特別損失の主要項目

　　　―――――――――――

※５　特別損失の主要項目　

固定資産
除売却損

38,198千円

役員退職慰労金 25,000千円

関係会社株式評
価損

17,859千円

過年度役員退職
慰労引当金繰入
額

77,878千円

　

　

※５　特別損失の主要項目

固定資産
除売却損

174,249千円

役員退職慰労金 66,952千円

　

※６　減損損失

　当社は以下の資産グループに

ついて減損損失を計上いたしま

した。

用途 種類 場所

遊休資産 土地 三重県

多気郡

　当社は、管理会計上の区分を

基礎にグルーピングを行ってお

りますが、現在未稼働で今後も

事業の用に供する予定のないも

のについては遊休資産としてグ

ルーピングしております。

　上記の資産について、遊休状

態にあり今後も使用の目処が立

っておらず、かつ、回収可能価

額が帳簿価額を下回っているた

め、減損損失10,439千円を計上

しております。

　なお、当資産グループの回収

可能価額は、固定資産税評価額

を合理的に調整した正味売却価

額により測定しております。

※６　減損損失

　　　―――――――――――

　

※６　減損損失

　当社は以下の資産グループに

ついて減損損失を計上いたしま

した。

用途 種類 場所

遊休資産 土地 三重県

多気郡

　当社は、管理会計上の区分を

基礎にグルーピングを行ってお

りますが、現在未稼働で今後も

事業の用に供する予定のないも

のについては遊休資産としてグ

ルーピングしております。

　上記の資産について、遊休状

態にあり今後も使用の目処が立

っておらず、かつ、回収可能価

額が帳簿価額を下回っているた

め、減損損失10,439千円を計上

しております。

　なお、当資産グループの回収

可能価額は、固定資産税評価額

を合理的に調整した正味売却価

額により測定しております。
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(中間株主資本等変動計算書関係)

当中間会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

１　自己株式に関する事項

株式の種類
前期末株式数

(株)
当中間期増加株式数

(株)
当中間期減少株式数

(株)
当中間期末株式数

(株)

普通株式 645,300 ― ― 645,300
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リース取引関係

　
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額

＜取得価額相当額＞

機械及び装置 1,752,493千円

その他 90,709千円

計 1,843,202千円

＜減価償却累計額相当額＞

機械及び装置 828,659千円

その他 43,127千円

計 871,786千円

＜中間期末残高相当額＞

機械及び装置 923,833千円

その他 47,582千円

計 971,416千円

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額

＜取得価額相当額＞

機械及び装置 1,586,287千円

その他 84,231千円

計 1,670,518千円

＜減価償却累計額相当額＞

機械及び装置 740,135千円

その他 56,121千円

計 796,257千円

＜中間期末残高相当額＞

機械及び装置 846,151千円

その他 28,109千円

計 874,261千円

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額

＜取得価額相当額＞

機械及び装置 1,609,103千円

その他 87,429千円

計 1,696,532千円

＜減価償却累計額相当額＞

機械及び装置 673,717千円

その他 51,098千円

計 724,816千円

＜期末残高相当額＞

機械及び装置 935,385千円

その他 36,330千円

計 971,716千円

②　未経過リース料中間期末残高

相当額

１年以内 283,137千円

１年超 726,634千円

計 1,009,772千円

②　未経過リース料中間期末残高

相当額

１年以内 237,419千円

１年超 666,478千円

計 903,898千円

②　未経過リース料期末残高相当

額

１年以内 251,162千円

１年超 750,715千円

計 1,001,877千円

③　支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

支払リース料 168,759千円

減価償却費
相当額

152,236千円

支払利息相当額 14,873千円

③　支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

支払リース料 147,852千円

減価償却費
相当額

134,304千円

支払利息相当額 13,023千円

③　支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

支払リース料 330,294千円

減価償却費
相当額

296,582千円

支払利息相当額 27,496千円

④　減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法

＜減価償却費相当額の算定方法＞

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。

＜利息相当額の算定方法＞

リース料総額とリース物件の

取得価額相当額の差額を利息

相当額とし、各期への配分方

法については利息法によって

おります。

④　減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法

＜減価償却費相当額の算定方法＞

同左

　

　

＜利息相当額の算定方法＞

同左

④　減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法

＜減価償却費相当額の算定方法＞

同左

　

　

＜利息相当額の算定方法＞

同左
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